特別講義現代朝鮮半島の政治・地域政治Ｂ（現代朝鮮半島の政治）（4/14・21/2009）
２・３参考文献

和田春樹『朝鮮戦争全史』岩波書店2002年。

ブルース・カミングズ（鄭敬謨・林哲訳／鄭敬謨・加地永都子訳）『朝鮮戦争の起源：解放と南北分断体制の出現　第１・２巻』シアレヒム社（影書房）1989・91年。

２．南北分断体制の成立　　

　現代の朝鮮半島をとりまく国際政治の起源としての朝鮮半島の南北分断と朝鮮戦争をどのように理解するのか。：映像「アジアが見つめた8月15日：朝鮮半島」を手がかりにして、朝鮮半島の政治の基本的な構造を形成したと考えられる南北分断と朝鮮戦争について、映像を交えながら理解を深める。

ビデオ　「アジアが見つめた8月15日」NHKBS１　2005年12月18日 放映。     
1 　朝鮮半島の南北分断体制の成立
①　日本の植民地支配が朝鮮社会にもたらしたもの（初期条件）：克服されるべき対象という側面と受け継がざるを得ない対象という側面
　１　強力な植民地国家（朝鮮総督府・東洋拓殖会社など）の存在。但し、その担い手はほとんどが日本人、ただし末端部は朝鮮人も）

　２　植民地社会における亀裂：民族的・階級的な亀裂が部分的には重なり合いながら、「独立」後の社会に亀裂を刻み込み、それが政治化されることになる。
　３　２をある程度反映した民族運動における左右の対立、さらに左右勢力内部における派閥対立

→朝鮮半島におけるある種の「国内冷戦」がすでに1945年8月の時点で存在していた。
②　朝鮮半島を取り巻く地政学的条件と国際冷戦
　日・中・ロ・米との関係：朝鮮半島をめぐる地政学的条件における19世紀末との連続性（弱小国とそれを取り巻く強大国という関係および「国内」における政治対立がどの国との同盟関係を重視するかをめぐる対立と連携するという意味）
　日本の敗戦、さらにそれに続く冷戦、中国革命の成功（1949年）による［【米・（日）】—韓国　対　北朝鮮—【中・ソ】］という陣営（同盟）間対立の構図

3 　植民地朝鮮に対する戦後構想（カイロ会談）：in due course、独立を前提とした信託統治構想（米中（蒋介石）英：この時点でソ連はこれには関わってはいない）

4 ３８度線をはさんだ米ソの分割占領の経緯：
通説は軍事的便宜説、準備不足論：1945年8月　アメリカの提案（アメリカ内部の国務省（対ソ戦略上できるだけ北に進みたい）と軍（能力の限界と戦後の動員解除の必要性からあまり北には出たくない）との妥協）とソ連の受諾

但し、３８度線確定は、１９４５年２月のヤルタ密約によるとの説が、特に韓国においては従来提起されてきた。これは、３８度線分割の責任をソ連の陰謀に帰着させようとする李承晩によって流布されたものであるが、現在までのところ実証されていない。また、別の見方として、日本という要因を重視する日本要因説（日本が直接分断を誘引したという説と、勢力均衡の帰結、換言すれば、日本の分割占領を回避しようとしたアメリカがソ連に朝鮮半島の北半分を譲歩したという説、もしくは、日本占領に参加しようとしたソ連が朝鮮半島の南半分をアメリカに譲歩したという説）もあるが、これも、実証されていないし、当時の朝鮮半島を取り巻く米ソの勢力関係を考えると採用しがたい説である。
軍事的便宜説、準備不足論に対する反論として、政治的意図説が有力に提起されている。３８度線の確定は、単なる米ソ間での軍事的便宜ではなく、既に存在した米ソ対立を反映した政治的意図の帰結であるという見方である。３８度線画定の起源を、ポツダム会談や、さらには、それ以前のヤルタ会談以降のアメリカの対朝鮮半島政策に求め、それをアメリカの外交文書によって裏付ける実証研究が登場している。それによると、３８度線が、単なる即興的な軍事的便宜による産物ではなく、アメリカ政府内部における、ソ連との関係を念頭に置いた対朝鮮半島政策の中で生まれたものであるということになる。アメリカ政府内部において、朝鮮半島に及ぶソ連の影響力を最小化するために、どのような対朝鮮半島政策を実施すべきかをめぐって、相当程度の準備がなされており、そうした準備作業の蓄積の帰結として1945年8月の38度線での分割占領が提案されたということである。（この点についての詳細については、이완범『삼팔도선 획정의 진실』서울：知識産業社、2001年を参照されたい。）

5 　「解放」直後における「南北朝鮮」の政治勢力分布：イデオロギー、活動地域、主要人物

北朝鮮内部（ソ連軍による占領地域）：ソ連軍による占領とそれに好都合な政治勢力、さらにそれを支える政治経済社会的条件の存在（植民地地主小作制度の強度は南朝鮮に比べると弱かったうえに、小規模自作農などを中心とした「赤色農民組合」による活動が南朝鮮に比べると相対的に活発であり、親日派の「清算」と土地改革という課題を遂行するのに、相対的に大きな困難を抱えていたわけではなかった。ただし、北朝鮮が日本植民地の影響から全く自由であったとは限らない。天皇制支配の様式やもしくは水利組合など末端組織がソ連占領支配やそれを継承した北朝鮮政府が継承したり利用したりしたという見解もある。この点に関しては、木村光彦（1999）を参照）
　共産主義勢力

　　満州派（1940年までは満州において中国共産党の抗日軍とともにゲリラ闘争を展開するが、戦時中はソ連に「避難」し、解放後、ソ連軍と共に北朝鮮に進駐した。他勢力に比較して、困難な経験を共有したことから起因する堅い結束力を誇るため、区別する意味で[派]と呼べるのではないか。）　金日成（キム・イルソン）・崔庸健（チェ・ヨンゴン）

　　ソ連系（1930年代にスターリンの強制移住によって極東から中央アジアなどに移されたが、ソ連軍の進駐と共に、通訳などとして北朝鮮に帰還）　許可而（ホ・ガイ：アレクサンドル・ヘガイ）

　　延安系（朝鮮独立同盟：中国共産党軍と行動を共にする）　武亭（ム・ジョン）金枓奉（キム・ドゥボン）

　　国内系　呉琪燮（オ・ギソプ）・金鎔範（キム・ヨンボム）

　　　但し、同じ国内系であっても、甲山（カプサン）派（抗日ゲリラ闘争の過程で、満州における金日成のゲリラ闘争に呼応する形で協力した共産主義勢力）は、金日成を支持。

　民族派キリスト者　曺晩植（チョウ・マンシク：朝鮮民主党）：当初は特にピョンヤンなどにおいては朝鮮労働党をしのぐ勢力を獲得するが、信託統治反対を唱えるなど、ソ連軍との関係が悪化し、結局曺晩植は「失踪」した。その後、民主党は崔庸健が党首となり労働党に対する従属的な組織（共産党一党独裁体制下における衛星政党）になる。現在も、「朝鮮社会民主党」と改名し形式的には存在する。
　天道教勢力（天友党）：元来は、東学勢力に起源をもつ宗教勢力であり、朝鮮半島北部において勢力を誇った。ソ連占領以後は朝鮮労働党に従属する形で生存し、現在でも衛星政党として残存する。
　民族主義右派（地主勢力）：初期に粛清され、その多くは「越南（南朝鮮に逃げる）」し、後の韓国政治において反共主義イデオロギーの形成を支える重要な一翼を担う。
南朝鮮内部（アメリカ軍による占領地域）：北部朝鮮に比べて、植民地地主小作制の強度が強く、土地改革の実施に対する抵抗が強かった。また、米軍政にとって必ずしも好都合な政治勢力が当初から優勢であったわけではなく、米軍政と南朝鮮政治の初期条件との間に当初から葛藤的な要因が強く、米軍政が人為的に南朝鮮政治を再編成しなければならなかった。
　右派　李承晩（イ・スンマン）（アメリカ本土やハワイにおいて主としてアメリカに対するロビー活動を通して独立運動を展開する。４５年１０月に単独でアメリカから帰国する。）

　　　　金九（キム・グ）（重慶大韓民国臨時政府：中国国民党軍に合流）
＊その自伝「白凡逸志」は韓国の古典的ベストセラー（平凡社の東洋文庫で翻訳本がある）、国民的英雄の一人
　　　　金性洙（キム・ソンス）・宋鎮禹（ソン・ジヌ）：東亜日報・京城紡績などの企業を中心とする地主勢力のちの韓民党結成に中心的な役割
　中道派ー右派　金奎植（キム・ギュシク）

　　　　　左派　呂運享（ヨ・ウニョン）

　左派（共産主義勢力：朝鮮共産党→南労党（南朝鮮労働党））

　　　　　朴憲永（パク・ホニョン）：４７年ころにはすでに北朝鮮に逃げ、当初は南朝鮮の左翼運動を指揮するが、その基盤を失うにつれ勢力が弱くなり、朝鮮戦争中に金日成によって粛清・処刑される。李康国（イ・ガングック）
⑥米ソ交渉の決裂と南北分断
　　モスクワ外相会談（1945年12月　米・ソ・英）と米ソ共同委員会（１次1946年、２次1947年　ソウルで開催）：信託統治をめぐる交渉と挫折

　　南朝鮮における左右合作運動の試み（米軍政一部が後見し、中道派を核として、非妥協的な左右両派を排除して、米ソ共同委員会で信託統治における南朝鮮側の受け皿になりうる政治主体を構築しようとする試み）とその挫折：中道派の没落

　　信託統治賛成（賛託）に「旋回」する左派と信託統治反対（反託）を明確にする右派、反託を契機とする右派の巻き返し

　　一連の暴動（人民抗争）・反乱事件

　　４６年１０月大邱（テグ）人民抗争（暴動）：米軍政に抵抗する南労党による蜂起（朴正熙の実兄朴相熙（パクサンヒ）は当時大邱地区の南労党幹部として、この抗争を主導し、この渦中で死亡）
　　４８年４月　済州島（チェジュド）４・３（サ・サム）反乱：当時は、南労党主導の左派勢力による米軍政に抵抗する蜂起とそれに対する鎮圧であると認識されてきたが、８０年代後半、韓国の民主化以降、歴史の見直しが進み、そうした評価が非常に一面的であり、イデオロギー闘争というよりも、周辺部に置かれた済州島に対する地域的な差別などの要因が絡まった複雑な原因が再照明されるようになった。（この事件を回顧する文学作品として、在日作家である金石範（キム・ソクポム）『火山島１〜７』文藝春秋1983〜1997年および金石範・金時鐘『なぜ書きつづけてきたかなぜ沈黙してきたかー済州島四･三事件の記憶と文学』平凡社、2001年を参照されたい。）

　　　　　　　　麗水・順天（ヨス・スンチョン）の反乱：済州島の４・３反乱を鎮圧するための派遣された南朝鮮警備隊内部で、そこに浸透していた南労党勢力が、南労党の指示にしたがって、起こした反乱事件。当時は、軍内部にも南労党が浸透していた。なお、この事件に関連して、当時、南労党と関連があった朴正煕（パク・チョンヒ、後の大統領）は、逮捕され、最終的には無期懲役判決を受けたが、「満軍人脈」などの働きかけで赦免される。
　　４８年　国連管理による南朝鮮単独での選挙実施による南北朝鮮単独政府「大韓民国」の樹立（8月李承晩主導）とそれに対する反対勢力による「南北協商」（李承晩らによる南朝鮮の単独政府樹立に反対するために、金日成が金九、金奎植らを招請する形で平壌において南北指導者連席会議が行われたが、結局失敗）

　　　　　　北朝鮮における朝鮮民主主義人民共和国の樹立（９月）

以上、４５〜４７年の南朝鮮内部の政治過程の詳細に関しては、カミングズ（1989・91年）李圭泰（1997年）を参照。

7 南北朝鮮の憲法制定過程

1948年8月～9月に建国された韓国（大韓民国）と北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の制憲憲法の憲法制定過程を、比較の観点（南北朝鮮の比較、日本国憲法との比較など）から考察する。

Ⅰ　韓国の憲法制定過程
１　行政研究委員会の活動（大韓民国臨時政府内務部長EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(シンイッキ),申翼熙)を委員長として、1945年12月17日に発足。主として日本植民地時代の韓国人官僚を中心に構成）

　ワイマール憲法、中華民国憲法草案などを参照

　『欧州諸国戦後の新憲法』『日本国憲法比較対照世界各国憲法』など

　内閣責任制（但し、大統領は国民の直接選挙による選出）

　国務総理は大統領が任命

　大統領は議会解散権あり。議会は内閣不信任権と大統領弾劾訴追権あり。

２　非常国民会議（1946年2月1日）→その最高政務委員会＝民主議院（南朝鮮大韓国民代表民主議院）（2月14日）

　憲法分科委員会（2月10日）

　大韓民国臨時憲法

　　大統領制（大統領制を選好する大韓民国臨時政府と議院内閣制を選好する韓民党との妥協の産物）但し、国民の直接選挙ではなく国民議会が２／３の多数で選出

　　国務総理と国務委員は大統領が推薦し議会が選出する。

　　議会は内閣不信任権を持つ。大統領は議会の解散権を持つ。

３　南朝鮮過渡立法議院（1946年12月30日）

　　行政組織法起草委員会（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(シンイッキ),申翼熙)1947年2月27日）

　　　大統領制：議会による選出

　　南朝鮮過渡約憲案（1947年3月11日）に対する審議

　　　内閣責任制（韓民党の主導権）：主席・副主席・政務総長

　　　主席・副主席は立法議院が選出

　　　政務総長は主席が任命し立法議院の同意が必要。

　　臨時憲法起草委員会：憲法案を提出（1947年3月31日）

　　　大統領制と内閣責任制との混合形態

　　　大統領は議会による選出

　　　計画経済と土地所有の制限

４　第2次米ソ共同委員会期：1947年5月～12月

①　南朝鮮過渡立法議院の答申案

　　　大統領制：国民による直接選挙

　　　　その下に行政機関として国務委員会

2 臨時政務樹立対策協議会の答申案

大統領制：国民による直接選挙

国務総長と国務委員は大統領が任命し議会が承認

3 時局対策協議会の答申案

大統領制：国民による直接選挙

大統領直属の国務委員会

④　南朝鮮過渡立法議院：朝鮮臨時約憲

　　争点　1　国号：南朝鮮　対　朝鮮

２　労働者代表の経営参加権

3　政府形態：内閣責任制　対　大統領制

　　朝鮮臨時約憲

　　　大統領制：国民による直接選挙、但し初代は立法議院による選出

　　しかし、米軍政による承認の保留（1947年11月20日）

５　米軍政司法部（法典起草委員会）における議論およびその影響

　　憲法改正要綱

　　日本国憲法制定過程におけるマッカーサー草案のような、決定的影響力を持つような草案を米軍政が準備した形跡はない。

６　EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ユ),兪)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ジン),鎭)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ノ),午)（憲法学者：米軍政司法部憲法起草分科委員会委員による憲法案の作成（1947年秋頃～1948年5月）

　◎朝鮮臨時約憲（1947立法議院通過）

　　朝鮮人民の権利に関する布告（1948年4月7日Hodge中将）

　　大韓民国建国綱領（民国23年（1934年）11月28日　臨時政務国務委員会が公布）

　　The Constitution of Korea（過渡政府司法部アメリカ人顧問Woodall）

　　朝鮮民主共和国臨時約法（試案・1946年第1回米ソ共同委員会に提出のため準備された民主主義民族戦線側の試案）

　　大韓民国臨時憲法（民主議院）

　　1947年第2回米ソ共同委員会に提出された諮問5・6号に対する各政党社会団体の答申

　EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ユ),兪)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ジン),鎭)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ノ),午)案

　　内閣責任制：正副大統領は国会両議院合同会議において選出

　行政研究委員会における審議と共同案の作成

７　制憲国会における議論

　　憲法草案法典編纂委員会憲法起草分科委員会

　　李承晩の構想：大統領制（当初は国会による選出、次第に国民による直接選挙へと選好を変化）

　　国会憲法起草委員会による憲法案（1948年6月1日～）

　　　各道代表者による起草委員の選定

　　　専門委員の選定（EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ユ),兪)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ジン),鎭)

EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ノ),午)など）

　　　内閣責任制と大統領制→大統領制に決着

　　国会本会議における審議（1948年6月23日～）

　　　国民―人民　の用語

　　　勤労者の利益均霑権と経営参加権

　　　両院制と単院制

　　　大統領選出方式

　　　主要資源の国有化

　　　農地と山林の分配問題

　　　反民族行為者の処罰問題

　1948年制憲憲法の成立（1948年7月17日）
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３．朝鮮戦争研究の進展をめぐって　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅰ　朝鮮戦争開戦への道

　ビデオ　「NHKスペシャル　朝鮮戦争」NHK１　1990年8月15日

①　米韓関係の展開：朝鮮半島からのアメリカの段階的「撤退」

　　４９年　韓国からのアメリカの軍事的な撤退、李承晩の「北進統一」論への警戒

　　５０年１月１２日　アチソン（国務長官）演説：アメリカにとっての太平洋の防衛線(defense perimeter)に言及する中で、そこからは、朝鮮半島および台湾がその外側に置かれていることがわかる。アチソンの意図は、必ずしも、朝鮮半島を防衛しないということではなかったが、少なくとも、これが、金日成、毛沢東、スターリンに対して、ある種の「シグナル」となったことは否定できない。

2 中国革命の成功と世界（共産主義）革命に対する楽観的期待の台頭　

   中国革命の成功：中国における共産党政権の成立(1949年)

　　日本における共産主義革命運動の展開

　　朝鮮戦争との関係（中国革命の「延長」・国際共産主義運動の一環としての朝鮮戦争）

3 南北朝鮮関係の不安定の中での相対的安定：韓国における左翼勢力の衰退と土地改革などによる革命基盤の喪失とそれに対する金日成の焦燥感

4 朝鮮革命（朝鮮戦争）をめぐるソ連（スターリン）・中国（毛沢東）・北朝鮮（金日成）の協議

スターリン：当初の抑制から、中国革命の成功を機に、次第に消極的な承認、さらには積極的な支持へと旋回

毛沢東：一方で慎重姿勢（台湾解放の優先）、他方で、対米対決の必然性の認識と国共内戦における朝鮮人部隊の支援を評価するとともに、それを帰還させることによって実質的な支援を送る。
金日成（朴憲永）：南朝鮮解放に対する信念とそれに対する中ソ、特にソ連の承認および積極的関与の期待、アメリカの不介入に対する楽観的期待、南朝鮮革命（解放）における時間との戦い

1949年2〜3月　金日成の訪ソ「ソ朝経済文化協力協定」調印、武力統一の絶好の機会であると主張し、ソ連の支援を求める金日成とそれを拒絶するスターリン

1949年9月　ソ連共産党中央委員会政治局決定：米軍の介入ありとみて、北朝鮮の南侵を許容せず（「現在朝鮮統一の闘争の課題のために最大限の力の集中が必要とされるのは、第一には、反動政権の打倒と全朝鮮統一の課題の成功的解決を目的とする南朝鮮パルチザン運動の展開、解放区の創出、そして全人民武装蜂起の準備であり、第二には、朝鮮人民軍の一層の全面的強化である。」）

1949年10月　中華人民共和国成立

1949年12月～1950年1月　毛沢東訪ソ

1950年1月　スターリン、金日成の南侵を事実上承認

1950年2月　　中ソ友好同盟相互援助条約締結：ソ連の政策変化（アジアにおける米ソ協調からアジア革命への積極的支援へ、中国革命への積極的支持と日本共産党に対する米占領軍に対する武力闘争指示）

1950年4月　金日成、朴憲永の訪ソ、スターリンが金日成に北朝鮮の南侵と武力統一を承認（ただし、ソ連が直接介入することはできない。毛沢東の支持を得ることが必要。アメリカが参戦した場合には中国の直接的支援が必要だから。）

1950年5月　金日成、朴憲永の訪中、毛沢東との会談

　　金日成：日本軍の参加がないのなら、いかなる外国軍の参加もないだろう。米軍が介入しないと楽観的に考えた。

　　毛沢東：日本軍の参加はないが、米軍の参加はありうるかもしれないが、ともかくも金日成の南侵を支持し、米軍が参戦し、中国の安全が脅かされれば、中国の軍事的支援を約束。

5 朝鮮戦争開戦直前のアメリカの対東北アジア政策

台湾：中国共産党軍による台湾侵攻の可能性、蒋介石政権に対するアメリカの不信、ポスト蒋介石の不在とアメリカ国内台湾ロビーの活動

韓国：李承晩政権への不信、「北進統一」への「巻き込まれ」に対する警戒、韓国防衛にどの程度関与するべきかをめぐる動揺、北朝鮮の南侵可能性を排除はしないが、具体的な情報は持っていない。

日本：冷戦の激化と「逆コース」の展開
⑥　朝鮮戦争の勃発（１９５０年６月２５日未明）　

　　金日成が主導し、毛沢東とスターリンの支持のもとに３８度線を超える。

Ⅱ　朝鮮戦争の勃発と展開、および休戦

1 米軍（国連軍）の参戦

　　国連安保理におけるソ連の欠席（ソ連の失策か、意図された行為か？）

　　アメリカの参戦決定とそれがアメリカ外交にもたらすイムパクト：軍事的な封じ込め、さらには巻き返しオプションの現実化（ほとんど死文化される運命にあったNSC68の現実化）
　　台湾海峡への第７艦隊派遣による中国（大陸）との対決姿勢の明確化→台湾防衛へのアメリカの明確な関与
2 国連軍の「北進」：中国（ソ連）の対応をどのように見通していたのか。

中国の介入程度は低いだろうという楽観的な見方が支配的であった。
3 中国（人民義勇軍）の参戦：周囲の反対を抑えて毛沢東が決断←対米対決の必然性
4 ３８度線をめぐる膠着状態
5 ソ連の「消極的」関与：ソ連の露骨な介入を知られないように一定の支援
6 　マッカーサーによる満州北爆・核兵器使用の提案とトルーマンによるマッカーサー解任、しかし、トルーマン、さらにはアイゼンハワーも原爆使用を真剣に考慮した。
7 　ソ連の調停による休戦：当初、スターリンは、来るべき第３次世界大戦に備えて、アメリカを朝鮮戦争における消耗戦に引き留め、そのパワーを消耗させるために、休戦を受け入れようとした金日成や毛沢東を叱咤激励し、朝鮮戦争の長期化を企図した。スターリンの死後、ソ連指導部は、休戦に積極的に取り組み、休戦協定を調停した。（但し、李承晩は調印を拒否：アメリカ、北朝鮮、中国のみが、政府としてではなく、それぞれの軍を代表するかたちで調印）これは、通説であり、また、最近公開されたスターリンが毛沢東、金日成らと交わした電文を中心に構成されているトルクノフ（2001）や、ソ連外交文書を活用した沈志華（1999）らも、こうした見解を支持する。しかし、和田（2002）は従来から、スターリンこそが朝鮮戦争休戦に積極的であり、結局中国が同意することで休戦協定が調印されたという説を提示する。

中ソと北朝鮮との関係を中心として、朝鮮戦争の開戦と休戦過程を詳細に分析した研究として、和田春樹（2002）を参照。また、それとは異なる見方を提示しているが、ソ連と朝鮮戦争との関係については、トルクノフ(2001)、下斗米伸夫『モスクワと金日成 : 冷戦の中の北朝鮮1945-1961年』岩波書店、2006年を参照、中国と朝鮮戦争との関係については、朱建栄『毛沢東と朝鮮戦争』岩波書店、1991年および沈志華『中ソ同盟と朝鮮戦争研究』広西師範大学出版1999（中国語）参照。
Ⅲ　朝鮮戦争の帰結

①　朝鮮戦争が韓国、北朝鮮にもたらした影響

　１：人的・物的被害の大きさ（死者　韓国側軍民130万、北朝鮮側軍民250万、人口の10％以上、離散家族1000万）

　２：南北双方における体制の強化：

　　韓国における李承晩体制の強化：李承晩与党である自由党とそれに反対する韓民党勢力との対峙

　　北朝鮮における金日成体制の強化（満州派以外の政敵（ソ連派・南労党系）の粛清による権力の集中、５６年に大体満州派による独裁が完成）

　３：米韓安保（米韓相互防衛条約）体制の確立：韓国における米軍の駐留・韓国にたいするアメリカの軍事・経済援助の強化、しかし、他方で、米ソの意図は朝鮮半島冷戦を朝鮮半島に「封じ込める」という意味での「局地化」を志向した。その意味で、朝鮮半島冷戦がグローバルな冷戦に直結することは封じ込められることになった。ただし、北東アジア地域においては、米中の対立は抜き差しならないものになった。
2 朝鮮戦争と日本

　　「基地国家」としての日本の役割（南基正ナム,キジョン「朝鮮戦争と日本 : 「基地国家」における戦争と平和」　2000年　東京大学大学院総合文化研究科博士学位論文、西村秀樹（2004）、山崎静雄『史実で語る朝鮮戦争協力の全容』本の泉社、1998年を参照）
　　朝鮮特需による日本の経済的飛躍と日本の再軍備の進展
　　アメリカの地域統合政策が志向する日韓の分業関係の再確立とそれに対する李承晩の抵抗（[李鍾元、1996]を参照）
Ⅳ　朝鮮戦争研究の進展をめぐって

１　朝鮮戦争解釈の変遷とそれを通してみた韓国社会思潮の変遷

　①「朝鮮戦争」解釈をめぐる諸論点

　　「朝鮮戦争」の起源の歴史的射程をどのように考えるのか：６／２５、１９４８、１９４５、日本植民地時代⇒従来は、もっぱら、南北分断体制を与件として、６／２５の前後だけに焦点を当てていたが、そうした朝鮮戦争の勃発だけに焦点を当てた解釈に対する批判が、特に修正主義解釈の側から提起されるようになった。
　　「朝鮮戦争」勃発の責任をどちらに求めるのか、どのように考えるのか。：北朝鮮とアメリカ（韓国）のどちらが「仕掛けた」のか？

　　「朝鮮戦争」の原因論（誰が主導したのか）：米ソの代理戦争としての側面が強いのか、それとも朝鮮半島内部における「内戦」の要素が強いのか。
　②　冷戦体制に「制約」された「朝鮮戦争」解釈

　「西側」による「正統主義(orthodoxy)」解釈：３８度線画定に関する軍事的便宜説、スターリンが世界革命の一環として金日成を代理人として起こした戦争（北朝鮮の南侵・米ソの代理戦争）
「修正主義(revisionism)」解釈：３８度線画定に関する政治的意図説、朝鮮の革命運動とそれに対するアメリカ主導の反革命としての朝鮮戦争（どちらが仕掛けたのかという問題は重要ではない。もしくは北朝鮮が南侵するようにアメリカが誘引した。その初期の代表的なものは、[ストーン、1952]を参照）
　「東側」による「正統主義(orthodoxy)」解釈：アメリカ帝国主義による北朝鮮に対する侵略戦争の開始とそれに対する北朝鮮の祖国防衛・民族解放戦争（中国にとっての朝鮮戦争は「抗美援朝」）
　＊日本における「朝鮮戦争」解釈をめぐる対立：政治的イデオロギー対立の「踏み絵」

　＊韓国における「朝鮮戦争」研究：反共主義による制約

　③　ブルース・カミングズ（１９８１）による新しい「修正主義」解釈の提示とその影響力

　　⑴　歴史的な射程の長さ：日本の植民地時代にまで遡って、そこに朝鮮戦争の国内的起源の萌芽を見る。

　　⑵　空間的な射程の重層性：アメリカの対中ソ政策〜米韓関係〜南北朝鮮関係〜韓国国内政治〜韓国国内における地方レベルで政治

　　⑶　アメリカ（帝国主義）と第三世界における民族主義（革命）勢力との関係を射程に入れた冷戦像の再解釈

　　　　アメリカの冷戦政策の解釈：国際（協調）主義（internationalism、multilateralism）

　　　　　　　　　　　　　　　　　一国主義・単独主義（nationalism,unilateralism）ー封じ込め(containment)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             巻き返し(roll back)

　　当初の国際主義から米ソ冷戦の激化とともに、というよりも、むしろ、朝鮮半島現地の状況が先行する形で、次第に単独主義的な政策へと変質していくことになった。さらに、当初は、封じ込め政策を基本としていたが、なかでも常に巻き返し政策のオプションを念頭に置いたものであり、それが可能になる条件が整えられると巻き返しが前面に出ることになる。しかし、それが莫大なコストがかかることを認識するようになると、封じ込めに回帰することになった。

　アメリカ軍政の資料の活用（Ｇ２Reportなど）

　「第一のベトナム戦争」としての朝鮮戦争（カミングス自身がベトナム反戦運動世代）
　朝鮮戦争の起源を６／２５の「勃発責任」に矮小化する問題設定に対する批判

特に、カミングズは、英語版の第２巻において、朝鮮戦争が勃発したことが、台湾蒋介石政権に対するアメリカの政策に重大な変化をもたらしたことを強調して、朝鮮戦争勃発に関するアメリカの関与、およびその責任を暗示した。何よりも、カミングズは、朝鮮戦争を通して、アメリカの冷戦政策が、従来の封じ込めから明らかに巻き返しへと展開したことの重要性を指摘する。
　④　８０年代における韓国社会科学の「新しい潮流」と解放直後史に対する関心

　　⑴　韓国におけるマルクシズムの「流行」(Korean Marxism)

 　例）韓国資本主義論争、韓国社会構成体論争（本多健吉編『韓国資本主義論争』日本評論社、[梁官洙、1994]）

　　⑵韓国現代史研究に関する「新しい」解釈の台頭

　　　朝鮮内部における亀裂は、日帝による植民地支配が朝鮮社会に対して植え付けたものであること。

　　　解放直後における左翼勢力の圧倒的優位（「親日」＝右派であるため）

　　　南朝鮮においては、アメリカが介入することによって、左翼を弾圧し、李承晩を中心とした右翼を支援することによって、韓国（大韓民国）が成立したこと。

　　　朝鮮戦争は、米ソの代理戦争という側面以上に、朝鮮内部における内戦に対するアメリカの介入に起源があること。
　⑤　ポスト冷戦時代における中ソの変化と「新資料」の公開がもたらすイムパクト

　　中国側の資料:断片的な資料にとどまる。

　　旧ソ連外交文書の「公開」（旧ソ連のペレストロイカ・グラスノスチによる情報公開と韓国との国交正常化：こうした資料はアメリカのウッドローウィルソンセンターのKathryn Weathersbyらが中心のCold War International History Projectによって、その一部はHPから検索することが可能である。また韓国政府にも引き渡され、韓国国史編纂委員会を中心に編集作業が進んできた。）さらに、北朝鮮から旧ソ連などへの亡命者（李相朝など）および旧ソ連関係者の証言、およびロシア研究者による一次史料に基づく研究の進展
　　北朝鮮に対する捕獲資料（朝鮮戦争時、アメリカが北朝鮮地域を占領した時に捕獲したものを、その後、アメリカに持って帰った貴重な資料であり、当時の北朝鮮内部の事情を知るためのほぼ唯一の資料。その一部は韓国の国史編纂委員会から「北韓関係資料集」として整理されて出版されている。）

　「新資料」が明らかにしたこと

　　スターリンと毛沢東、金日成との間に、朝鮮戦争をめぐって緊張関係をはらみながらも、かなりの事前の合意が存在したこと、

朝鮮戦争をめぐっては北朝鮮内部においてもかなりの意見の違いが存在したこと

　　アメリカと李承晩との間にも、かなりの緊張関係が存在し、必ずしも一枚岩ではなかったこと

　　アメリカ政府内部にも、特に台湾の蒋介石政権に対する評価などから、アジアの反共政権に対する支持に対する積極論と消極論との対立が存在したこと

　　かなりの部分公開されたアメリカの外交文書の範囲内では、アメリカが、北朝鮮に対する侵略戦争を開始したという資料はないばかりでなく、北朝鮮の南侵を事前に察知して意図的に放置したとか、北朝鮮の南侵を「誘導」したというような証拠も必ずしも発見されなかったこと
　⑥　ポスト冷戦時代における韓国社会科学の「変化」と朝鮮戦争の再解釈

　ポスト冷戦、ポストマルクス主義における朝鮮戦争解釈：正統主義解釈への部分的回帰（朴明林『朝鮮戦争の勃発と起源ⅠⅡ』ソウル：ナナム、1996年、『韓国１９５０戦争と平和』ナナム、2002年）
　韓国現代史の見直し作業をめぐる韓国の政治過程

解放前後史解釈をめぐる「左右」の対立

　　「右（ニューライト）？」

　　『方一栄文化財団韓国現代史講座１～５』서울, 생각의 나무, 2004.

     １　梁好民『38度線から休戦線へ』

　　　２　申一徹『北朝鮮主体思想の形成と衰退』

　　　３　柳浩烈『北朝鮮の社会主義建設と挫折』

　　　４　金一栄『建国と富国：現代韓国政治史講義』

　　　５　車相哲『韓米同盟50年』

パクチヒャン・キムチョル・キムイルヨン・イヨンフン編『解放前後史の再認識１・２』ソウル、チェクセサン、2006年。

　　「左（レフト）？」
　　宋建鎬（ソンゴンホ）ほか『解放前後史の認識１』ソウル、ハンギル社、2004年（1979年）

　　姜萬吉ほか『解放前後史の認識２』ソウル、ハンギル社、2006年（1985年）

　　朴玄埰（パクヒョンチェ）ほか『解放前後史の認識３』ソウル、ハンギル社、2006年（1988年）

　　崔章集（チェジャンジプ）ほか『解放前後史の認識４』ソウル、ハンギル社、2006年（1989年）

　　金南植（キムナムシク）ほか『解放前後史の認識５』ソウル、ハンギル社、2006年（1989年）

　　朴明林ほか『解放前後史の認識６』ソウル、ハンギル社、1989年。
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朴泰均（박태균, パクテギュン）『韓国戦争：終わらない戦争、終わらなければならない戦争(한국전쟁: 끝나지 않은 전쟁, 끝나야 할 전쟁)』　ソウル　책과 함께 (本とともに)、2005年
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第4章　戦争は失敗の連続過程であった

　第一、北朝鮮の失敗：ソウルにおける3日間
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　停戦交渉、難航を繰り返す

　捕虜の自由意志による送還は正しいことなのか？

第６章　戦争は後方でも進行していた

　「李承晩を除去しろ！」

　税金を現物で受け取ろう

　死んでいく民間人たちー集団虐殺

　明らかにならない疑惑、朴憲永粛清と細菌戦

第7章　戦争はなぜ終わらなかったのか？

　停戦交渉の無効化
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終わりに　韓国戦争はまだ終わっていない
本授業と関連した教員の論文
『二十世紀世界の誕生：両大戦間の巨人たち』、下斗米伸夫・五百旗頭真編、情報文化研究所発行　星雲社発売、2000年6月、245p、「植民地朝鮮における抗日民族主義運動の対外認識」、pp.153-174.
「朝鮮半島冷戦の展開：グローバル冷戦との「乖離」、同盟内政治との連携」『アジア研究』第52巻2号、アジア政経学会、2006年4月、pp16－25.
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